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Ⅰ 平成２３年度予算編成

１ 予算規模

予算規模７，４５８億円（平22当初７,５０２億円：▲４４億円、▲０．６％）

～対前年度当初予算比で１０年連続マイナス～

（参考）過去の当初予算規模

平 13 ８，７６２億円（ ０．４％） 平 18 ７，７０７億円（▲０．７％）

平 14 ８，３４７億円（▲４．７％） 平 19 ７，６６０億円（▲０．６％）

平 15 ８，２０２億円（▲１．７％） 平 20 ７，６２６億円（▲０．４％）

平 16 ７，９８７億円（▲２．６％） 平 21 ７，５９８億円（▲０．４％）

平 17 ７，７５９億円（▲２．８％）＊６補後 平 22 ７，５０２億円（▲１．３％）

２ 予算のポイント

歳 入
（単位：億円、％）

平23当初 平22当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

県 税 １,９０５ 25.5 １,８０５ 24.1 ＋ １００ ＋ ５.５

地 方 譲 与 税 ２８０ 3.8 ２５１ 3.3 ＋ ２９ ＋ １１.６

地方特例交付金 ２５ 0.3 ２８ 0.4 ▲ ３ ▲ ９.９

地 方 交 付 税 １,７６８ 23.7 １,７２９ 23.1 ＋ ３９ ＋ ２.３

県 債 １,１５５ 15.5 １,３１５ 17.5 ▲ １６０ ▲ １２.１

臨時財政対策債 ５６０ 7.5 ７００ 9.3 ▲ １４０ ▲ ２０.０

国 庫 支 出 金 ７１１ 9.5 ７８０ 10.4 ▲ ６９ ▲ ８.９

繰 入 金 ３９０ 5.2 ３６６ 4.9 ＋ ２４ ＋ ６.７

そ の 他 収 入 １，２２４ 16.5 １，２２８ 16.3 ▲ ４ ▲ ０.４

合 計 ７，４５８ 100.0 ７，５０２ 100.0 ▲ ４４ ▲ ０.６
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１ 県 税

１，９０５億円（平22当初 １，８０５億円、＋１００億円、＋５.５％）

世界経済の緩やかな回復を背景に、企業収益の回復が見込まれることから、法人二税は

大幅増（＋１０５億円）。一方で、エコカー補助金などの終了による内需の減退などによ

り、自動車税（▲１５億円）、自動車取得税（▲７億円）などの消費関連税は減収

２ 地方譲与税

２８０億円（平22当初 ２５１億円、＋２９億円、＋１１．６％）

企業収益の回復による地方法人特別譲与税の増（＋２９億円）

３ 地方交付税

１，７６８億円（平22当初 １，７２９億円、＋３９億円、＋２.３％）

地方財政計画において地方交付税が０．５兆円増額となったことから、本県への配分も

増加

４ 県 債

１，１５５億円（平22当初 １，３１５億円、▲１６０億円、▲１２．１％）

臨時財政対策債が大幅に減少（▲１４０億円）。臨時財政対策債を除く県債についても公

共事業費の減などにより２０億円減少

臨時財政対策債

地方財政計画の財源不足の一部を補てんするもの。

この臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その全額を後年度地方交付税の基準

財政需要額に算入。

５ 国庫支出金

７１１億円（平22当初 ７８０億円、▲６９億円、▲８．９％）

市町村合併支援道路整備事業費補助金（▲１０億円）、参議院議員選挙執行委託費（▲９

億円）、国勢調査委託費（▲９億円）、農村総合整備事業費補助金（▲７億円）の減など

により減少

６ 繰 入 金

３９０億円（平22当初 ３６６億円、＋２４億円、＋６．７％）

平成２１年度決算剰余金などにより積み立てた財政調整基金の取り崩し（５３億円）、す

でに補正予算により計上した基金の取り崩し（３１２億円）など
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歳 出
（単位：億円、％）

平23当初 平22当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

人 件 費 ２，２８６ 30.7 ２，２９７ 30.6 ▲ １１ ▲ ０.５

職 員 給 等 ２，０４９ 27.5 ２，０５１ 27.3 ▲ ２ ▲ ０.１

退 職 手 当 ２３７ 3.2 ２４６ 3.3 ▲ ９ ▲ ３.８

公 債 費 １，２９８ 17.4 １，３２５ 17.7 ▲ ２７ ▲ ２.０

社会保障関係経費 ８８２ 11.8 ８３２ 11.1 ＋ ５０ ＋ ６.０

普通建設事業費 １，１０２ 14.8 １，１５２ 15.3 ▲ ５０ ▲ ４.３

そ の 他 １，８９０ 25.3 １，８９６ 25.3 ▲ ６ ▲ ０.４

合 計 ７，４５８ 100.0 ７，５０２ 100.0 ▲ ４４ ▲ ０.６

１ 人 件 費

２，２８６億円（平22当初 ２，２９７億円、▲１１億円、▲０．５％）

退職者数の減、職員の臨時的給与抑制継続及び職員数の減などにより減少

２ 公 債 費

１，２９８億円（平22当初 １，３２５億円、▲２７億円、▲２.０％）

近年、公共投資の縮減などにより県債の発行額を抑制してきたことから、２年連続の減少

[ピークは平成２１年度の１，３５２億円（当初予算）]

３ 社会保障関係経費

８８２億円（平22当初 ８３２億円、＋５０億円、＋６.０％）

市町村への乳幼児や重度心身障害者などに対する医療費助成の補助率変更による増（＋８

億円）、介護保険事業県負担金の増（＋９億円）、後期高齢者医療費助成費の増（＋７億円）、

障害者自立支援給付費負担金の増（＋６億円）などにより増加

４ 普通建設事業費

１，１０２億円（平22当初 １，１５２億円、▲５０億円、▲４.３％）

介護基盤緊急整備特別対策事業費（＋１２億円）、企業立地促進事業補助金（＋８億円）が

増加する一方、国の公共事業関係費が前年度比５．１％減とされたことなどに伴い公共事

業費が減少（▲１０３億円）したことにより減少

５ その他

１，８９０億円（平22当初 １，８９６億円、▲６億円、▲０．４％）

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時基金事業費を新設（１３億円）するとともに、緊

急雇用創出事業臨時特例基金事業費（＋３０億円）が増加する一方、中小企業制度融資貸

付金の減（▲５８億円）などにより減少


